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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第45期 

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第46期 
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第45期 

会計期間 
自平成21年４月１日 
至平成21年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成21年４月１日 
至平成22年３月31日 

営業収益（百万円）  4,226  5,348  18,671

経常利益（百万円）  123  232  748

四半期（当期）純利益（百万円）  71  110  284

純資産額（百万円）  9,667  9,833  9,796

総資産額（百万円）  22,183  23,630  23,715

１株当たり純資産額（円）  1,277.74  1,305.57  1,299.84

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 9.56  14.80  38.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  43.0  41.2  40.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 121  129  184

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △108  △38  △782

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △71  △18  608

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 890  998  931

従業員数（人）  1,036  989  979
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 989  (205)

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 622  (190)
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(1）輸送実績 

(2）営業収益 

 （注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の営業収益及び当該営業収

益の総営業収益に対する割合は次のとおりであります。 

    ２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【営業の状況】

区分 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

実績 前年同四半期比（％） 

延実働車輌台数（台）  24,788  91.8

輸送トン数（トン）  149,235  103.5

走行距離（㎞）  6,365,011  100.1

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

金額（百万円） 前年同四半期比（％） 

物流事業  5,312  127.5

その他  35  59.7

合計  5,348  126.6

相手先 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

金額（百万円） 割合（％）  金額（百万円）  割合（％）  

生活協同組合連合会 

ユーコープ事業連合 
  114   2.7   773   14.5

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の回復や生産の増加、政府の経済対策の効果等によ

り、耐久消費財を中心に個人消費に持ち直しが見られるなど景気は緩やかに回復しつつあるものの、厳しい雇

用・所得環境や国際金融情勢の影響で株式市場が不安定なこともあり、先行き不透明な状況が続いております。 

 当物流業界においては、景気の回復に伴い荷扱量に動意が見られるものの、業界内競争は激しさを増し、運賃

水準の低迷等、事業環境は極めて厳しい状況が続いております。 

 このような中、当社グループは、昨年６月に福島（福島県）、同年11月に厚木（神奈川県）の２事業所におい

て３ＰＬ（サード・パーティ・ロジスティクス）業務を開始し、食品、流通系貨物の取扱いに注力してまいりま

した。また、既存部門においても輸送事業を中心に回復傾向が見られました。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の営業収益は53億48百万円（前年同期比26.6％増）となりました。 

 利益面におきましては、営業利益は２億66百万円（前年同期比77.7％増）、経常利益は２億32百万円（前年同

期比87.6％増）となりました。また、四半期純利益は１億10百万円（前年同期比54.8％増）となりました。 

 部門別の営業収益の状況は次のとおりであります。 

  物流事業の営業収益は53億12百万円（前年同期比27.5％増）となりました。その内訳は、輸送部門が33億13百

万円（前年同期比21.0％増）、倉庫部門は19億98百万円（前年同期比40.1％増）となりました。その他（不動産

事業）は35百万円（前年同期比40.3％減）となりました。 

  

(2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の資産の部合計は、前連結会計年度末に比べ、84百万円減少の236億30百万円と

なりました。主な要因は、現金及び預金が増加したものの、関係会社出資金及び長期貸付金が減少したためであ

ります。  

 負債の部合計は、前連結会計年度末に比べ、１億20百万円減少の137億97百万円となりました。主な要因は、

短期借入金が増加したものの、長期借入金及び未払法人税等が減少したためであります。 

 純資産の部合計は、前連結会計年度末に比べ、36百万円増加の98億33百万円となりました。主な要因は、利益

剰余金の増加等によるものです。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は９億98百万円となり、

前連結会計年度末より66百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は１億29百万円（前年同期比6.6％増）となりました。これは主に税金等調整前

四半期純利益２億５百万円及び減価償却費１億35百万円等による収入に対し、法人税等の支払額２億28百万円等

による支出があったことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は38百万円（前年同期比64.0％減）となりました。これは主に有形固定資産の取

得による支出１億55百万円に対し、貸付金の回収による収入１億39百万円があったことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は18百万円（前年同期比73.6％減）となりました。これは主に短期借入金の純増

加額２億95百万円及び長期借入金による収入１億円に対し、長期借入金の返済支出３億51百万円及び配当金の支

払額59百万円などがあったことによるものです。  

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5）研究開発活動 

   該当事項はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に建設中であった当社西日本事業部倉庫建物（静岡県浜

松市西区）は、平成22年６月に完成しました。 

 また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  17,600,000

計  17,600,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  7,546,000  7,546,000
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場）  

単元株式数 

100株 

計  7,546,000  7,546,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年４月１日～

平成22年６月30日 
 －  7,546,000  －  1,284  －  1,070

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）当社は、平成22年６月30日現在で自己株式84,873株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.12％）を所有し

ております。 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      84,700
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,458,900  74,589 － 

単元未満株式 普通株式       2,400 － － 

発行済株式総数  7,546,000 － － 

総株主の議決権 －  74,589 － 

  平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

遠州トラック株式

会社 

静岡県袋井市木原

627番地の３ 
 84,700  －  84,700  1.12

計 －  84,700  －  84,700  1.12

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

４月 
５月 ６月 

最高（円）  800  751  750

最低（円）  696  637  660

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,025 958

受取手形及び営業未収入金 3,376 3,378

販売用不動産 181 181

繰延税金資産 74 74

その他 236 260

貸倒引当金 △5 △5

流動資産合計 4,888 4,848

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  4,987 ※1  4,786

機械装置及び運搬具（純額） ※1  206 ※1  223

土地 10,826 10,820

建設仮勘定 23 208

その他（純額） ※1  145 ※1  140

有形固定資産合計 16,189 16,180

無形固定資産 314 308

投資その他の資産   

投資有価証券 258 272

繰延税金資産 372 367

その他 1,617 1,746

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 2,238 2,378

固定資産合計 18,742 18,866

資産合計 23,630 23,715
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,801 1,776

短期借入金 4,853 4,629

未払法人税等 109 244

賞与引当金 30 105

その他 697 666

流動負債合計 7,492 7,422

固定負債   

長期借入金 5,775 5,956

退職給付引当金 249 249

負ののれん 18 19

その他 261 271

固定負債合計 6,304 6,495

負債合計 13,797 13,918

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金 1,086 1,086

利益剰余金 7,408 7,357

自己株式 △59 △59

株主資本合計 9,719 9,668

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 24 35

繰延ヘッジ損益 △7 △9

為替換算調整勘定 4 2

評価・換算差額等合計 21 29

少数株主持分 92 98

純資産合計 9,833 9,796

負債純資産合計 23,630 23,715
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業収益 4,226 5,348

営業原価 3,917 4,920

営業総利益 308 428

販売費及び一般管理費 ※  159 ※  161

営業利益 149 266

営業外収益   

受取利息 1 2

受取配当金 1 1

負ののれん償却額 1 1

その他 6 6

営業外収益合計 10 11

営業外費用   

支払利息 31 33

その他 4 12

営業外費用合計 36 45

経常利益 123 232

特別利益   

固定資産売却益 0 4

特別利益合計 0 4

特別損失   

投資有価証券評価損 1 －

関係会社出資金評価損 － 30

特別損失合計 1 30

税金等調整前四半期純利益 122 205

法人税等 50 101

少数株主損益調整前四半期純利益 － 103

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1 △6

四半期純利益 71 110
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 122 205

減価償却費 132 135

支払利息 31 33

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

関係会社出資金評価損益（△は益） － 30

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △4

売上債権の増減額（△は増加） △190 2

たな卸資産の増減額（△は増加） 22 0

仕入債務の増減額（△は減少） 162 24

その他 13 △42

小計 296 387

利息及び配当金の受取額 2 4

利息の支払額 △28 △34

和解金の支払額 △67 －

法人税等の支払額 △82 △228

法人税等の還付額 － 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 121 129

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △73 △155

有形固定資産の売却による収入 0 26

貸付金の回収による収入 － 139

その他 △35 △49

投資活動によるキャッシュ・フロー △108 △38

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 335 295

長期借入れによる収入 － 100

長期借入金の返済による支出 △346 △351

配当金の支払額 △59 △59

その他 － △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △71 △18

現金及び現金同等物に係る換算差額 7 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △50 66

現金及び現金同等物の期首残高 941 931

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  890 ※  998
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日）  

会計処理基準に関する

事項の変更  

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 なお、これによる損益への影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日）  

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５

号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示し

ております。  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示

しておりました「貸付金の回収による収入」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分

掲記することとしました。なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含まれる「貸付金の回収による収入」は７百万円であります。  

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連

結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法で算定しており、前連結会計年度末以降に経営環境等、または、一時差異等の

発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将

来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを

利用する方法で算定しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

  

7,898 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

7,781

２．受取手形割引高は、 百万円であります。 196 ２．受取手形割引高は、 百万円であります。 192

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

人件費 百万円97

（内賞与引当金繰入額）  (5)

（内退職給付費用）  (2)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料手当及び福利費 百万円90

賞与引当金繰入額  1

退職給付費用  3

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（平成21年６月30日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定  1,059

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △168

現金及び現金同等物  890

（平成22年６月30日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定  1,025

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △27

現金及び現金同等物  998

（株主資本等関係）

普通株式 7,546,000株

普通株式 84,873株

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月13日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成22年３月31日 平成22年６月９日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．主な事業区分は次のとおりであります。 

(1）物流事業  一般貨物自動車運送事業・貨物運送取扱事業・倉庫事業 

(2）その他事業 不動産業 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

  本邦の営業収益は、全セグメントの営業収益の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

  海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、海外営業収益の記載を省略しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
物流事業 

（百万円） 
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益  4,166  60  4,226  －  4,226

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  4,166  60  4,226 (－)  4,226

営業利益  247  24  272 (122)  149

【所在地別セグメント情報】

【海外営業収益】

－ 16 －



１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

  当社では、輸送・倉庫を中心とした「物流事業」のほか「不動産事業」を展開しサービスを提供しており

ます。また、実際のサービスは、各営業所・子会社を通じて提供しておりますが、同一のサービスを提供す

る営業所・子会社の経済的特徴は概ね類似しております。したがって、当社は各営業所・子会社を集約し

て、「物流事業」を報告セグメントとしております。 

  「物流事業」は、一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業及び倉庫事業を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

  当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 （単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業を含んでお

ります。 

   ２．セグメント利益の調整額△129百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△130百万

円及びその他の調整額１百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

（追加情報） 

  当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年3月21日）を適用しております。  

     当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

     当社グループは、不動産賃借契約に基づき、契約終了時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当

該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、債務の履

行時期を予測することが難しく、資産除去債務を合理的に見積もることができないため、当該債務に見合う資産

除去債務を計上しておりません。  

【セグメント情報】

  

  

報告セグメント その他   

（注１） 
合計 

調整額   

（注２） 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注３） 物流事業  

営業収益 

 外部顧客への営業収益 

 セグメント間の内部営

業収益又は振替高  

5,312

－

  35

－

  5,348

－

 

 

－

－

  5,348

－

計   5,312   35   5,348   －   5,348

セグメント利益    373   22   395   △129   266

（資産除去債務関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

平成22年５月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

（イ）配当金の総額…………………………………………59百万円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………………８円00銭 

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日…………平成22年６月９日 

（注）平成22年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いま

した。 

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,305 57 １株当たり純資産額 円 銭1,299 84

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり四半期純利益金額 円 銭9 56

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり四半期純利益金額 円 銭14 80

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

四半期純利益（百万円）  71  110

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  71  110

期中平均株式数（株）  7,461,236  7,461,194

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年８月６日

遠州トラック株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 前田 徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている遠州トラック株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成22年８月10日

遠州トラック株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 前田 徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている遠州トラック株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 




